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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、第５期中及び第５期は子会社及び関連会社が存在しないため記

載しておりません。第６期中、第６期及び第７期中は利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関

連会社であるため記載を省略しております。 

４．第５期中、第６期中、第６期及び第７期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、

１株当たり中間（当期）純損失が計上されているため、記載しておりません。 

５．第６期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第５期中 第６期中 第７期中 第５期 第６期 

会計期間 
自平成17年４月１日 
至平成17年９月30日 

自平成18年４月１日
至平成18年９月30日

自平成19年４月１日
至平成19年９月30日

自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日 

自平成18年４月１日
至平成19年３月31日

売上高（千円） 1,175,523 735,983 713,943 2,448,799 1,845,873 

経常利益（△損失）（千円） 22,623 △232,647 △38,382 85,339 △100,741 

中間(当期)純利益（△損失）（千円） △11,639 △323,174 △46,141 24,039 △206,998 

 持分法を適用した場合の投資利益 

 （千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 451,871 451,871 540,971 451,871 540,971 

発行済株式総数（株） 12,789 12,789 15,039 12,789 15,039 

純資産額（千円） 838,820 551,434 799,669 874,499 845,811 

総資産額（千円） 2,326,387 1,765,686 1,631,025 2,358,750 1,859,282 

１株当たり純資産額（円） 65,589.20 43,109.29 53,165.74 68,379.03 56,233.87 

１株当たり中間(当期)純利益 

（△損失）金額（円） 
△910.12 △25,269.74 △3,068.12 1,879.70 △15,315.06 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益金額（円） 
－ － － 1,829.00 － 

１株当たり配当額（円） － － － － － 

自己資本比率（％） 36.1 31.2 49.0 37.1 45.5 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
25,763 3,585 19,337 250,546 219,960 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
△95,102 △90,720 △20,848 △165,028 △103,582 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
219,140 － △150,000 169,140 △125,182 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（千円） 
322,505 340,228 267,046 427,362 418,558 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）(人) 

26 

( 2 )  

29 

(  7  ) 

30 

(  2  ) 

29 

(  2  )  

32 

(  2  ) 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

   また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

  当中間会計期間において、当社が出資している製作委員会全10社のうち、以下の４社を関係会社としておりま

す。 

（非連結子会社） 

 ・猫ラーメン製作委員会 

（関連会社） 

 ・エレメンタルジェレイド製作委員会 

 ・西の善き魔女  Astraea Testament 製作委員会 

 ・「スケッチブック～full color's～」製作委員会 

４【従業員の状況】 

(1)提出会社の状況 

     （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数を（ ）外数で記載しております。 

(2)労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人）  30（2） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

  当中間会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰や米国のサブプライムローン問題等による景気減速懸念か

ら先行きに不透明感がありましたものの、企業業績が改善傾向にあり雇用環境に明るさが見え、景気の回復局面がゆ

るやかに続いて総じて堅調に推移いたしました。 

 このような環境のなか、当社はコミック専門出版社としての事業基盤を強固にすべく、主力の雑誌、コミックスを

主体にライセンス事業、グッズ等関連商品の販売並びにコミック配信等、メディアコンプレックスを積極的に推進し

てまいりました。 

 また、引続き在庫の適正化と返品率の改善施策として発行部数の最適化を図る一方、製造コスト並びに販売費及び

一般管理費の削減にも全力で取組んでまいりました。当中間会計期間の売上実績につきましては、コミックスの新刊

が計画どおり刊行できたこと並びに返品金額が前年同期と比較し65百万円減少した結果、売上構成の主力であるコミ

ックスの売上高の改善が顕著となりました。しかしながら、雑誌並びに書籍の販売が低調に推移したこと及びテレビ

アニメ関連のライセンス収入が前年同期と比較し減少したため、計画数値を達成するに至りませんでした。 

  この結果、当中間会計期間売上高は、713百万円（前年同期比3.0％減）となりましたが、販売費及び一般管理費は

前年同期比16.9％改善したため、営業損失は34百万円（前年同期は228百万円の損失）、経常損失は38百万円（前年

同期は232百万円の損失）となり公表計画数値を達成することができました。法人税等差引後の中間純損失は将来の

見積課税所得を基に繰延税金資産の再計算を行い6百万円を取崩した結果、46百万円の損失（前年同期は323百万円の

損失）となりました。 

 事業別の売上高は次のとおりであります。 

①出版事業 

  コミック誌は、定期刊行物「月刊コミックブレイド」（6点)、その隔月増刊号「コミックブレイドMASAMUNE」(2

点)及び臨時増刊号「ZEBEL」(1点)を刊行しました。9月には「コミックブレイドMASAMUNE」と「ZEBEL」の後継とし

て、女性読者層にも広く受け入れられる定期刊行物の新雑誌「月刊コミックブレイド アヴァルス」を創刊しまし

た。その結果、当中間会計期間におきましてコミック誌は計10点を刊行し、当売上高は54百万円（前年同期比25.2％

減）となりました。 

 コミックス（単行本）は、新刊40点（付録付き限定版4点を含む）を刊行し、当売上高は544百万円（前年同期比

49.7％増）となりました。これは、前年同期と比較して新刊の刊行点数が5点増加したこと、並びに返品率の改善施

策として行なってきた発行部数の最適化によりコミックスの返品金額が対前年同期比で65百万円減少したことによる

ものであります。 

 その他(関連書籍・グッズ等)の出版事業では、電子書籍や人気作品の関連商品及びイベント収入等により、当売上

高は69百万円（前年同期比63.0％減）となりました。これは主に新刊書籍7点（前年同期は8点）を刊行したものの、

販売が低調に推移したためであります。 

②その他の事業 

  当社コミックスの海外出版、テレビアニメ化及びキャラクター商品化の許諾に伴うライセンス収入、並びにアニメ

ーション作品への製作出資に係る分配金等により、当売上高は44百万円（前年同期比59.4％減）となりました。この

減少は主に、前期並びに前々期にテレビアニメ放映したARIAのDVD販売等のライセンス収入の減少によるものであり

ます。 

(2)キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間会計期間末に比べ73百万

円減少し267百万円となりました。 

当中間会計期間におけるキャッシュ・フローの概要は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において営業活動の結果増加した資金は19百万円（前年同期は3百万円の増加）となりまし

た。これは主に、売上債権の減少129百万円による資金の増加があり、一方で仕入債務の減少54百万円及び税

引前中間純損失39百万円の計上によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間における投資活動の結果、使用した資金は20百万円（前年同期は90百万円）となりまし

た。これは主にアニメ製作委員会への出資によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間における財務活動の結果、減少した資金は150百万円（前年同期はなし）となりました。こ

れは短期借入金150百万円を返済したことによるものであり、この結果、短期借入金の当中間会計期間末残高

は400百万円（前年同期末は850百万円）であります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間期の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）1. 金額は販売価格によっております。 

     2. 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 3. 前年同期比は、対前年中間期増減率であります。  

(2) 受注状況 

当社は、見込生産を行っているため、該当事項はありません。 

(3）販売実績 

当中間期の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

（注）1. 金額は販売価格によっております。 

      2. 前年同期比は、対前年中間期増減率であります。  

3. 主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

4. 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門 生産高（千円） 前年同期比（％） 

出版事業 765,887 1.8 

 

コミック誌 104,357 △11.9 

コミックス 616,941 14.9 

その他 44,588 △53.9 

           合  計 765,887 1.8 

事業部門 販売高（千円） 前年同期比（％） 

出版事業 669,097 7.0 

 

コミック誌 54,906 △25.2 

コミックス 544,310 49.7 

その他 69,880 △63.0 

その他事業 44,845 △59.4 

合  計 713,943 △3.0 

相手先 
前中間会計期間 当中間会計期間 

金額（千円） 割合(%) 金額（千円） 割合(%) 

日本出版販売㈱ 170,888 23.2 214,639 30.1 

㈱トーハン 165,301 22.5 183,396 25.7 

㈱中央社 81,592 11.1 75,703 10.6 



３【対処すべき課題】 

  当社は、事業の発展・拡大、安定的な収益を確保するための強固な経営基盤を確立することを目標として捉えて

おります。 

  当社出版事業においては、人気作品の有無による業績に与える影響が大きく、有力な作家及び作品を発掘してい

くことが安定的に収益を確保するための重要な課題となります。また、人気作品を一時的な人気に終わらせること

なく寿命の長い作品を生み出してゆくことが、安定的収益を確保するための重要な課題となります。幅広い読者層

に支持されることによる安定した出版体制の確立を目指し、作家の発掘・育成、人材の確保、内部管理体制等の充

実を図りつつ、以下の具体的課題に取組んでいきたいと考えております。 

  ①コミックコンテンツの多様化 

    コンテンツ創出の多様化によりコミックラインの拡充を図り、幅広い読者層に対応できるように新雑誌の発刊を

目指してまいります。 

  ②メディアコンプレックスの推進 

    今後の映像事業への展開を見据えて、自社作品のみならず外部のキャラクターも取入れアニメ化、コミック化

を推進してまいります。また、自社プロデュースによるオリジナルアニメの映像商品化の体制も構築してまいり

ます。 

  ③キャラクターグッズの製作・販売 

    当社キャラクターグッズを他社とのアライアンスによる事業化を推進してまいります。 

  ④海外展開の活発化 

    コミックスの海外出版許諾の実績拡大を踏まえ、映像・グッズ等も売込み拡大を図ってまいります。 

  ⑤作家を発掘・育成する体制の整備 

    広く優秀な人材を、当社コミック誌上での作品募集や定期的なコミックスクール訪問並びにイベント等により発

掘・育成してまいります。 



４【経営上の重要な契約等】 

  当社と株式会社ＩＧポート（平成19年11月１日に株式会社プロダクション・アイジーから商号を変更していま

す。）は、平成18年11月17日に資本・業務提携に合意し、現在に至るまで提携関係を進めてまいりました。その結

果、今後より一層両社の持つ経営資源を有効に活用し業績の向上を図っていくことを目的として、平成19年７月13日

に株式交換契約を締結しました。 

    株式交換の概要は、以下のとおりであります。 

   （１）株式交換の内容 

     株式会社ＩＧポートを完全親会社とし、当社を完全子会社とする株式交換 

   （２）株式交換の日 

     平成19年12月１日 

（３）株式交換の方法 

   平成19年11月30日の当社の株主名簿（実質株主名簿を含む。）に記載又は記録された株主に対して、 

   株式会社ＩＧポートの普通株式を新たに発行し、割当交付します。 

   （４）株式交換比率 

    （５）株式交換比率の算定根拠 

       株式交換比率の算定にあたって、当社はＴＦＰビジネスソリューション株式会社を、株式会社ＩＧポートは

     みずほインベスターズ証券株式会社を財務アドバイザーに任命いたしました。 

       ＴＦＰビジネスソリューション株式会社は、両社の株式について、市場株価方式、ＤＣＦ方式（ディスカウ

     ンテッド・キャッシュ・フロー方式）により株式価値の分析を行い、これらを総合的に勘案して株式交換比率

     を算定しました。 

      みずほインベスターズ証券株式会社は、両社の株式について、市場株価方式並びにＤＣＦ方式を補完的に併

     用し株式価値の分析を行い、これらを総合的に勘案して株式交換比率を算定しました。 

       これらの算定結果を参考に当事者間で協議し株式交換比率を決定しました。 

   （６）株式会社ＩＧポート（連結）の資産・負債の状況（平成19年５月31日現在） 

  （７）株式会社ＩＧポートの概要 

         代表者  取締役社長 石川 光久 

     資本金    701百万円（平成19年５月31日現在） 

         住 所  東京都国分寺市南町三丁目22番31号 

     事業内容 グループ全体の経営戦略の策定、経営管理およびＩＲ・広報機能 

     業 績  平成19年５月期（連結） 

          売上高       5,546 百万円 

          経常利益    272 百万円  

          当期純利益   165 百万円 

  

５【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

      会 社 名 ＩＧポート マッグガーデン 

  株 式 交 換 比 率   1    0.5  

   資産  金額（百万円）    負債  金額（百万円） 

    流動資産 3,051     流動負債 1,317 

   固定資産 1,548    固定負債 6 

合計 4,600 合計 1,323 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  （注）提出日現在発行数には、平成19年12月１日以降のストック・オプション（新株引受権及び新株予約権）の 

     権利行使により発行されたものは含まれておりません。 

     東京証券取引所（マザーズ）については、平成19年11月27日に上場廃止となっております。 

(2）【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権（ストック・オプション）に関する事項は、次のとおりであ 

  ります。 

（平成13年10月20日臨時株主総会決議） 

   （注）１．株式分割及び時価を下回る価額による新株の発行が行われる場合は、次の算式により発行価額を 

        調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。 

種類 発行可能株式総数（株） 

                   普通株式            50,000 

計            50,000 

種類 
中間会計期間末現在発
行数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成19年12月14日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 15,039 15,039 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
－ 

計 15,039 15,039 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 195 195 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1株当たり50,000 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年５月１日から 

平成21年４月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  50,000 

資本組入額 25,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）２ （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ （注）２ 

代用払込みに関する事項  －   －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項 
 －  － 

調整後 

行 使 

価 額 

＝ 
（既発行株式数×調整前行使価額）＋（増加株式数×1株当たり払込金額） 

既発行株式数＋新規発行・分割による増加株式数 



   ２．主な新株引受権の行使条件及び譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

  （1）対象者として新株引受権を付与された者は、新株引受権行使時においても、当社の取締役 

  または従業員であることを要する。 

  （2）新株引受権の譲渡、質入その他の処分及び相続は認めない。 

  （3）その他細目については、本総会決議及び今後の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役・ 

    従業員との間で締結する新株発行請求権付与契約による。 

②新株引受権付社債に関する事項は、次のとおりであります。 

新株引受権付社債（平成13年11月５日発行） 

       （注）商法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律（平成13年法律第129号） 

             第19条第2項の規定により新株予約権付社債とみなされる新株引受権付社債であります。 

(3）【ライツプランの内容】 

         該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(5）【大株主の状況】 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株引受権の残高（千円） 11,000 11,000 

発行価格（円） 50,000 50,000 

資本組入額（円） 25,000 25,000 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高 (株) 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額(千円) 

資本準備金残
高(千円) 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日 
－ 15,039 － 540,971 － 485,660 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

保坂 嘉弘 東京都八王子市 3,010 20.01 

株式会社プロダクション・アイジー 東京都国分寺市南町３丁目２２－３１ 2,250 14.96 

株式会社イマジカ・ロボットホール

ディングス 
東京都品川区東五反田２丁目１４－１ 525 3.49 

株式会社イエローキャブ 
東京都港区赤坂２丁目１３－１２  

赤坂ＡＹビル３Ｆ    
462 3.07 

株式会社アニメイト 東京都豊島区東池袋３丁目２－１ 400 2.66 

株式会社ティー・ワイ・オー 東京都品川区上大崎２丁目２１－７ 300 1.99 

シージーエムエフビー－ビーシーエ

フ エクイティ 

1209 ORANGE STREET, WILMINGTON,  

DELAWARE  19801  U.S.A. 
241 1.60 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９－１号 165 1.10 

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目４－１号 148 0.98 

宮川 典子 埼玉県川口市 138 0.92 

計 － 7,639 50.79 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

        （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が１株含まれております。また、

       「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。 

②【自己株式等】 

  平成19年９月30日現在 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。 

平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ―――  ―――  ―――  

議決権制限株式（自己株式等） ―――  ―――  ―――  

議決権制限株式（その他） ―――  ―――  ―――  

完全議決権株式（自己株式等） ―――  ―――  ―――  

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,039 15,039 ―――  

単元未満株式 ―――  ―――  ―――  

発行済株式数 15,039 ―――  ―――  

総株主の議決権 ―――  15,039 ―――  

所有者の氏名又

は名称 
所有者の住所 

自己名義所有株

式数（株） 

他人名義所有株

式数（株） 

所有株式数の合

計（株） 

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％） 

 － － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 71,300 58,500 63,100 63,600 51,300 48,000 

最低（円） 45,100 40,050 50,000 49,150 44,000 41,000 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成

19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツによる中間監査を受けており

ます。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は連結すべき重要な子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   340,228   267,046 418,558   

２．受取手形   －   － 2,470   

３．売掛金   1,086,520   1,074,156 1,198,485   

４．たな卸資産   208,739   155,179 157,788   

５．その他 ※2 34,991   22,247 19,413   

貸倒引当金   △768   △3,440 △941   

流動資産合計     1,669,711 94.6 1,515,190 92.9   1,795,775 96.6

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※1 3,728   2,438 3,177   

２．無形固定資産   35,662   27,477 31,570   

３．投資その他の資産           

 （1）出資金   17,325   57,159 －   

 （2）その他   39,259   28,759 28,759   

投資その他の資産合
計 

  56,584   85,918 28,759   

固定資産合計     95,974 5.4 115,835 7.1   63,507 3.4

資産合計     1,765,686 100.0 1,631,025 100.0   1,859,282 100.0 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   188,057   244,369 298,959   

２．短期借入金   850,000   400,000 550,000   

３．未払金   49,232   82,369 47,196   

４．返品調整引当金   89,228   78,400 81,500   

５．その他 ※2 37,733   26,217 35,815   

流動負債合計     1,214,251 68.8 831,356 51.0   1,013,471 54.5

負債合計     1,214,251 68.8 831,356 51.0   1,013,471 54.5

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

 1. 資本金     451,871 25.6 540,971 33.1   540,971 29.1

 2. 資本剰余金           

 (1)資本準備金   396,560   485,660 485,660   

資本剰余金合計     396,560 22.4 485,660 29.8   485,660 26.1

 3. 利益剰余金           

  (1)その他利益剰余
金 

          

  繰越利益剰余金   △297,106   △227,071 △180,929   

利益剰余金合計     △297,106 △16.8 △227,071 △13.9   △180,929 △9.7

株主資本合計     551,324 31.2 799,559 49.0   845,701 45.5

Ⅱ 新株予約権     110 0.0 110 0.0   110 0.0

純資産合計     551,434 31.2 799,669 49.0   845,811 45.5

負債純資産合計     1,765,686 100.0 1,631,025 100.0   1,859,282 100.0 



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     735,983 100.0 713,943 100.0   1,845,873 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※5   705,923 95.9 510,984 71.6   1,414,882 76.7

売上総利益     30,059 4.1 202,959 28.4   430,991 23.3

返品調整引当金繰入
額又は戻入額（△） 

    △30,684 △4.2 △3,100 △0.5   △38,412 △2.1

差引売上総利益     60,743 8.3 206,059 28.9   469,403 25.4

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※5   288,975 39.3 240,102 33.7   556,824 30.2

営業損失（△）     △228,231 △31.0 △34,043 △4.8   △87,421 △4.8

Ⅳ 営業外収益 ※1   2,017 0.3 1,598 0.2   3,338 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※2   6,433 0.9 5,937 0.8   16,658 0.9

経常損失（△）     △232,647 △31.6 △38,382 △5.4   △100,741 △5.5

Ⅵ 特別利益 ※3   1,064 0.1 － －   123 0.0

Ⅶ 特別損失 ※4   2,437 0.3 733 0.1   11,499 0.6

税引前中間(当期)
純損失（△） 

    △234,020 △31.8 △39,115 △5.5   △112,118 △6.1

法人税、住民税及
び事業税 

  145   471 950   

法人税等還付額   161   － 161   

法人税等調整額   89,170 89,154 12.1 6,555 7,026 1.0 94,091 94,879 5.1

中間(当期)純損失
（△） 

    △323,174 △43.9 △46,141 △6.5   △206,998 △11.2



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 

株主資本 

新株予約 
権 

 純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備金 

資本剰余金
合計 

 その他利益剰余金
利益剰余金 
合計 

繰越利益剰余金 

平成18年３月31日残高
（千円） 

451,871 396,560 396,560 26,068 26,068 874,499 110 874,609 

中間会計期間中の変動
額                

中間純損失（千円） － － － △323,174 △323,174 △323,174 － △323,174 

中間会計期間中の変動
額合計（千円） 

－ － － △323,174 △323,174 △323,174 － △323,174 

平成18年９月30日残高 
（千円） 

451,871 396,560 396,560 △297,106 △297,106 551,324 110 551,434 

 

株主資本 

新株予約 
権 

 純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備金 

資本剰余金
合計 

 その他利益剰余金
利益剰余金 
合計 

繰越利益剰余金 

平成19年３月31日残高
（千円） 

540,971 485,660 485,660 △180,929 △180,929 845,701 110 845,811 

中間会計期間中の変動
額                

中間純損失（千円） － － － △46,141 △46,141 △46,141 － △46,141 

中間会計期間中の変動
額合計（千円） 

－ － － △46,141 △46,141 △46,141 － △46,141 

平成19年９月30日残高 
（千円） 

540,971 485,660 485,660 △227,071 △227,071 799,559 110 799,669 

 

株主資本 

新株予約 
権 

 純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備金 

資本剰余金
合計 

 その他利益剰余金
利益剰余金 
合計 

繰越利益剰余金 

平成18年３月31日残高
（千円） 

451,871 396,560 396,560 26,068 26,068 874,499 110 874,609 

事業年度中の変動額                

新株の発行（千円） 89,100 89,100 89,100 － － 178,200 － 178,200 

当期純損失（千円） － － － △206,998 △206,998 △206,998 － △206,998 

事業年度中の変動額合
計（千円） 

89,100 89,100 89,100 △206,998 △206,998 △28,798 － △28,798 

平成19年３月31日残高 
（千円） 

540,971 485,660 485,660 △180,929 △180,929 845,701 110 845,811 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間会計期間 

（ 自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（ 自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約キャッ

シュ・フロー計算書 

（ 自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間(当期)純損失（△）   △234,020 △39,115 △112,118 

減価償却費   4,642 4,471 9,285 

貸倒引当金の増減額（△減少）   △296 2,499 △123 

返品調整引当金の増減額（△減少）   △30,684 △3,100 △38,412 

受取利息   △29 △487 △337 

支払利息   5,939 4,801 12,784 

株式交付費   － － 3,382 

出資金償却    84,500 9,750 107,750 

投資有価証券評価損    － － 10,499 

有形固定資産除却損   － 733 － 

売上債権の増減額（△増加）   396,651 129,063 271,450 

たな卸資産の増減額（△増加）   39,199 2,609 90,150 

仕入債務の増減額（△減少）   △173,663 △54,777 △62,761 

未払金の増減額（△減少）   △35,334 △11,749 △29,455 

未収消費税等の増減額（△増加）   △3,913 1,049 － 

未払消費税等の増減額（△減少）   △10,460 1,783 △10,460 

その他   14,045 △23,138 27,801 

小 計   56,577 24,394 279,436 

利息の受取額   29 487 337 

利息の支払額   △3,607 △4,739 △10,254 

法人税等の支払額   △49,414 △805 △49,559 

営業活動によるキャッシュ・フロー   3,585 19,337 219,960 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出   － △153 － 

有形固定資産の除却による支出   － △220 － 

出資金の支払額   △90,720 △20,475 △103,582 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △90,720 △20,848 △103,582 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額(△減少)   － △150,000 △300,000 

株式の発行による収入   － － 174,818 

財務活動によるキャッシュ・フロー   － △150,000 △125,182 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（△減
少） 

  △87,134 △151,511 △8,804 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   427,362 418,558 427,362 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高 

※ 340,228 267,046 418,558 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び 

 評価方法 

  

 その他有価証券 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法

を採用しております。 

 その他有価証券 

  時価のないもの 

        同  左 

 その他有価証券 

   時価のないもの    

         同  左 

 ２．たな卸資産の評価基準 

 及び評価方法 

（1）製品 

総平均法による原価法 

（1）製品 

 同  左  

（1）製品 

 同  左  

   (2) 仕掛品     

 総平均法による原価法 

 (2) 仕掛品 

     同  左  

 (2) 仕掛品 

       同  左  

 ３．固定資産の減価償却 

  の方法 

(1)有形固定資産 

 定率法によっております。 

 なお、取得原価が10万円以上

20万円未満の少額資産について

は、３年間均等償却によってお

ります。 

(1)有形固定資産 

 同  左 

  

(1)有形固定資産 

 同  左  

  

   主な耐用年数は、次のとおり

であります。 

建物付属設備 15年 

工具器具備品 3～8年 

(2)無形固定資産   

   定額法によっております。 

自社利用ソフトウェアについ  

ては、社内における利用可能

期間（5年）に基づく定額法に

よっております。 

  

  

  

  

(2)無形固定資産   

       同  左  

  

  

  

  

(2)無形固定資産  

       同  左 

 ４．繰延資産の処理方法  － 

  

 －  株式交付費 

   支出時に全額費用処理しており 

 ます。 

５．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金  

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し回収不能

見込み額を計上しております。 

(1)貸倒引当金  

同  左 

(1)貸倒引当金   

同  左 

  (2)返品調整引当金 

 将来の返品による損失に備え

るため、過去の返品率等を勘案

し、返品損失見込み額を計上し

ております。  

(2)返品調整引当金 

同  左 

(2)返品調整引当金 

同  左 

６．外貨建の資産及び負債の 

  本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間期

末日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同  左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

 ７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。  

       同  左 同  左 

８．中間キャッシュ・フロー 

計算書（キャッシュ・フ 

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引出し可能な預

金からなっております。  

同  左 同  左 

９．その他中間財務諸表（財 

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同  左 

消費税等の会計処理 

同  左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第5号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

551,324千円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸借対照

表の純資産の部については、改正後の中間

財務諸表等規則により作成しております。 

  

－ 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当事業年度より「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第5号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額

は 845,701千円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、改正後の財務諸表等規則によ

り作成しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 ※1 有形固定資産の減価償却累計額 ※1 有形固定資産の減価償却累計額 

     4,280 千円       4,311 千円                4,680 千円

※2 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺の上、金額的重要性が乏しいた

め、流動資産の「その他」に含めて表

示しております。 

※2 消費税等の取扱い 

  仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺の上、金額的重要性が乏しいた

め、流動負債の「その他」に含めて表

示しております。    

※2 消費税等の取扱い 

     

         ─────― 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※1 営業外収益のうち主なもの ※1 営業外収益のうち主なもの ※1 営業外収益のうち主なもの 

為替差益      1,181千円  古紙等売却収入      1,007千円 為替差益      1,482千円

※2 営業外費用のうち主なもの ※2 営業外費用のうち主なもの ※2 営業外費用のうち主なもの 

支払利息      5,939千円

   
支払利息      4,801千円

   
支払利息    12,784千円

   

※3 特別利益のうち主なもの ※3  ─────― ※3 特別利益のうち主なもの 

貸倒引当金戻入益      1,064千円              貸倒引当金戻入益        123千円

※4   ─────― ※4   ─────― ※4 特別損失のうち主なもの 

                投資有価証券評価損   10,499千円

※5 減価償却実施額 ※5 減価償却実施額 ※5 減価償却実施額 

有形固定資産 

無形固定資産 

       550千円

   4,092千円

有形固定資産 

無形固定資産 

       379千円

    4,092千円

有形固定資産 

無形固定資産 

     1,101千円

     8,184千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

  前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  2．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  3. 配当に関する事項 

     該当事項はありません。 

  当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  2．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  3. 配当に関する事項 

     該当事項はありません。 

  
前事業年度末 

株式数（株） 

当中間会計期間 

  増加株式数（株） 

当中間会計期間 

  減少株式数（株） 

当中間会計期間末 

株式数（株） 

発行済株式         

 普通株式 12,789 － － 12,789 

   合 計 12,789 － － 12,789 

自己株式         

 普通株式 － － － － 

   合 計 － － － － 

区 分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる株
式の種類 

 新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当中間会計期間
末残高（千円）

前事業年度末
当事業年度 

増 加 
当事業年度 

減 少 
当中間期末 

提出会社 

平成13年新株予約権 普通株式 220 － － 220 110 

ストック・オプションと
しての新株予約権 

 － － － － － － 

          合  計   220 － － 220 110 

  
前事業年度末 

株式数（株） 

当中間会計期間 

  増加株式数（株） 

当中間会計期間 

  減少株式数（株） 

当中間会計期間末 

株式数（株） 

発行済株式         

 普通株式 15,039 － － 15,039 

   合 計 15,039 － － 15,039 

自己株式         

 普通株式 － － － － 

   合 計 － － － － 

区 分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる株
式の種類 

 新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当中間会計期間
末残高（千円）

前事業年度末
当事業年度 

増 加 
当事業年度 

減 少 
当中間期末 

提出会社 

平成13年新株予約権 普通株式 220 － － 220 110 

ストック・オプションと
しての新株予約権 

 － － － － － － 

          合  計   220 － － 220 110 



  前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

       （注）普通株式の発行済株式数の増加2,250株は、第三者割当による新株の発行による増加であります。 

  2．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  3. 配当に関する事項 

     該当事項はありません。 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前事業年度末 

株式数（株） 

当事業年度 

  増加株式数（株） 

当事業年度 

 減少株式数（株） 

当事業年度末 

株式数（株） 

発行済株式         

 普通株式（注） 12,789 2,250 － 15,039 

   合 計 12,789 2,250 － 15,039 

自己株式         

 普通株式 － － － － 

   合 計 － － － － 

区 分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる株
式の種類 

 新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当事業年度末残
高（千円） 

前事業年度末
当事業年度 

増 加 
当事業年度 

減 少 
当事業年度末 

提出会社 

平成13年新株予約権 普通株式 220 － － 220 110 

ストック・オプションと
しての新株予約権 

 － － － － － － 

          合  計   220 － － 220 110 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関

係 

（平成18年９月30日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 340,228

現金及び現金同等物 340,228

（平成19年９月30日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 267,046

現金及び現金同等物 267,046

（平成19年３月31日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 418,558

現金及び現金同等物 418,558



（リース取引関係） 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

 器具及び備品 3,031 848 2,182 

 ソフトウェア 2,054 556 1,497 

合計 5,085 1,404 3,680 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

 器具及び備品 3,031 1,605 1,425 

 ソフトウェア 2,054 1,069 984 

合計 5,085 2,675 2,409 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

 器具及び備品 3,031 1,227 1,803 

 ソフトウェア 2,054 813 1,240 

合計 5,085 2,040 3,044 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等  

  未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等  

  未経過リース料期末残高相当額 

 １年以内 1,262千円 

 １年超 2,450千円 

合計 3,712千円  

 １年以内 1,283千円 

 １年超 1,166千円 

合計 2,450千円  

 １年以内 1,272千円 

 １年超 1,811千円 

合計 3,083千円  

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

支払リース料  657千円 

減価償却費相当額 635千円 

支払利息相当額 33千円 

支払リース料  657千円 

減価償却費相当額 635千円 

支払利息相当額 23千円 

支払リース料  1,314千円 

減価償却費相当額 1,271千円 

支払利息相当額 61千円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

         同 左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

     同 左  

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。 

（減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失は

ありません。 

(5）利息相当額の算定方法 

     同 左 

  

  

  

（減損損失について） 

          同 左 

(5）利息相当額の算定方法 

     同 左 

  

  

  

（減損損失について） 

      同 左 



（有価証券関係） 

時価評価されていない主な有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間 （自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

当中間会計期間 （自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

該当事項はありません。 

前事業年度   （自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。  

（ストック・オプション等関係） 

   前中間会計期間 （自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

      該当事項はありません。 

   当中間会計期間 （自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

      該当事項はありません。 

   前事業年度     （自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

      当事業年度において存在したストック・オプションの内容 

       （注）株式数に換算して記載しております。 

  

（持分法損益等） 

前中間会計期間 （自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

当中間会計期間 （自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

前事業年度   （自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。  

  

前中間会計期間末 

中間貸借対照表計上額 

（千円） 

当中間会計期間末 

中間貸借対照表計上額 

（千円） 

前事業年度末 

貸借対照表計上額 

（千円） 

その他有価証券 

    非上場株式 

  

 10,500 

  

 0       

  

0        

 
平成13年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 
 当社取締役     ２名  

 当社従業員     ４名 

株式の種類別のストック・オプションの数（注）  普通株式      245株 

付与日  平成13年10月20日 

権利確定条件 
 付与日(平成13年10月20日)以降、権利行使日まで当社の

取締役または従業員であること 

対象勤務期間 
 平成13年10月20日から 

平成16年４月30日まで  

権利行使期間 
 平成16年５月１日から 

平成21年４月30日まで 

権利行使価格（円）       50,000 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり純資産額、１株当たり中間(当期)純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 

  (自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

  (自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

  (自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

1株当たり純資産額 43,109.29円

1株当たり中間純損失金額  25,269.74円

   潜在株式調整後1株当たり中間純利益に

ついては、1株当たり中間純損失が計上さ

れているため、記載しておりません。 

1株当たり純資産額 53,165.74円

1株当たり中間純損失金額     3,068.12円

   同  左 

1株当たり純資産額 56,233.87円 

1株当たり当期純損失金額 15,315.06円 

  潜在株式調整後1株当たり当期純利益につ

いては、1株当たり当期純損失が計上されて

いるため、記載しておりません。 

 
前中間会計期間末 

 (平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

 (平成19年９月30日) 

前事業年度末 

 (平成19年３月31日) 

1株当たり純資産額       

純資産の部の合計額（千円） 551,434      799,669      845,811  

純資産の部の合計額から控除する金額（千

円） 
110 110 110  

（うち新株予約権）              (110)              (110)   (110)  

普通株式に係る中間期末(期末)の純資産額

（千円） 
551,324        799,559      845,701  

1株当たり純資産額の算定に用いられた中間期

末（期末）の普通株式の数（株） 
12,789    15,039        15,039  

 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

1株当たり中間（当期）純損失金額       

中間（当期）純損失（△）（千円） △323,174 △46,141 △206,998 

普通株主に帰属しない金額（千円） ――  ――    ――   

普通株式に係る中間（当期）純損失（△）

（千円） 
△323,174 △46,141 △206,998 

期中平均株式数（株） 12,789 15,039 13,516 

        

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

1株当たり中間（当期）純利益金額の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権    195株 

新株引受権付社債 220株 

新株予約権    195株 

新株引受権付社債 220株 

新株予約権    195株 

新株引受権付社債 220株 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

重要な新株の発行 

 平成18年11月17日開催の取締役会において、

株式会社プロダクション・アイジーに対する第

三者割当による新株式の発行を次のとおり決議

し、平成18年12月４日に払込が完了いたしまし

た。 

 この結果、平成18年12月４日付で資本金は

540,971千円、発行済株式総数は15,039株となっ

ております。 

 募集方法   ： 第三者割当増資 

 発行する株式 ：

の種類及び数  

普通株式2,250株 

  

 発行価額   ： 

  

１株につき79,200円 

（資本金組入額39,600円） 

 発行価額の総額： 178,200千円 

 資本金組入れ額： 

  の総額    

 89,100千円 

  

 払込期日   ： 平成18年12月４日 

 資金の使途  ： 

  

  

  

  

  

  

当社コミック作品のテレビ

アニメ化及び、当社キャラ

クターグッズ製作・販売の

ための投資資金に充当し、

残額については、運転資金

に充当する予定でありま

す。 

株式交換の完了 

  当社と株式会社ＩＧポート（平成19年11月１日 

に株式会社プロダクション・アイジーから商号を 

変更しています。）は、平成18年11月17日に資本 

・業務提携に合意し、現在に至るまで提携関係を 

進めてまいりました。その結果、今後より一層両 

社の持つ経営資源を有効に活用し業務の向上を図 

っていくことを目的として、平成19年７月13日に 

、平成19年12月１日を「効力発生日」とする株式 

交換契約書に調印し、株式交換の承認は平成19年 

10月26日開催の臨時株主総会において承認されま 

した。 

     また、平成19年12月１日に当該株式交換が完了 

    いたしました。 

(１) 株式交換の内容 

     株式会社ＩＧポートを完全親会社とし、当社を 

   完全子会社とする株式交換 

(２) 株式交換の日  

   平成19年12月１日(土) 

(３) 株式交換の方法 

     株式交換日現在の当社の株主名簿（実質株主名 

   簿を含む。）に記載又は記録された株主に対し 

   て、株式会社ＩＧポートの普通株式を新たに発 

   行し、割当交付します。  

(４) 株式交換比率 

 (注) 株式交換により発行する新株式等 

  株式会社プロダクション・アイジーの普通株式 

  6,394株     

(５) 株式交換比率の算定根拠  

      株式交換比率の算定にあたって、当社はＴＦＰ 

     ビジネスソリューション株式会社を、株式会社Ｉ 

     Ｇポートはみずほインベスターズ証券株式会社を 

     財務アドバイザーに任命いたしました。 

       ＴＦＰビジネスソリューション株式会社は、両 

     社の株式について、市場株価方式、ＤＣＦ方式（ 

   ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー方式） 

     により株式価値の分析を行い、これらを総合的に 

     勘案して株式交換比率を算定しました。 

     みずほインベスターズ証券株式会社は、両社の 

     株式について、市場株価方式並びにＤＣＦ方式を 

     補完的に併用し株式価値の分析を行い、これらを 

     総合的に勘案して株式交換比率を算定しました。 

       これらの算定結果を参考に当事者間で協議し株 

     式交換比率を決定しました。 

(６) 株式会社ＩＧポート(連結)の資産・負債の状況 

   (平成19年５月31日現在) 

   会社名 ＩＧポート マッグガーデン

株式交換比率 1   0.5  

  資 産 
  金 額 
（百万円）

  負 債 
 金 額 
（百万円）

  流動資産 3,051   流動負債 1,317 

 固定資産 1,548  固定負債 6 

合 計 4,600 合 計 1,323 

  

      ─────― 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (７)株式会社ＩＧポートの概要 

   代表者    取締役社長 石川 光久 

  資本金      701百万円（平成19年５月31日現在）

    住 所    東京都国分寺市南町三丁目22番31号 

  事業内容   グループ全体の経営戦略の策定、 

                経営管理およびＩＲ・広報機能 

  業 績    平成19年５月期（連結） 

          売上高       5,546 百万円 

         経常利益    272 百万円  

         当期純利益   165 百万円 

  



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(１）有価証券報告書及びその添付書類 

     事業年度（第６期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月26日関東財務局長に提出   

  

(２) 有価証券報告書の訂正報告書  

   平成19年９月13日に関東財務局長に提出 

     事業年度（第６期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ 

   ります。 

  

(３）臨時報告書 

    平成19年７月５日に関東財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２の規定に基づく臨

時報告書であります。 

  

  (４）臨時報告書の訂正報告書 

     平成19年７月17日に関東財務局長に提出 

       平成19年７月５日提出の臨時報告書（株式交換）に係る訂正報告書であります。 

  

  (５）臨時報告書 

    平成19年12月７日に関東財務局長に提出 

    金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定に基づく臨 

    時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

      平成１８年１２月１１日

株式会社マッグガーデン      

  取 締 役 会 御中    

  監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 永田 高士 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 木村 研一 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社マッグガーデンの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第６期事業年度の中間会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主

資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社マッグガーデンの平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成 

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年１１月１７日開催の取締役会において第三者割当による 

新株式の発行を決議し、平成１８年１２月４日に払込が完了している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

以 上 

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

      平成１９年１２月１０日

株式会社マッグガーデン      

  取 締 役 会 御中    

  監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 永田 高士 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 木村 研一 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社マッグガーデンの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第７期事業年度の中間会計期間

（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社マッグガーデンの平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成 

１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

 追記情報 

  重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１９年７月１３日に締結した株式交換契約に基づき、平成１９ 

 年１２月１日に株式会社ＩＧポートを完全親会社とする株式交換を実施した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

以 上 

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 
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